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ログ転送を用いたディザスタリカバリシステムにおける

ディスクストレージの省電力化方式の検討
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あらまし テロやハリケーンなどの予測不可能な災害による業務の停止は，社会や国家に甚大な影響を与えることが

明らかになっており，業務継続を目的とした具体的な対策が，企業レベルだけでなく，国家レベルの法制度によって義

務付けられつつある．特に，近年の業務は高度に情報化しており，コンピュータシステムによる業務継続のためには，

地理的遠隔地にバックアップ用の二次サイトを設けるディザスタリカバリシステムを構築することが必須要件である．

しかし，サイトレベルの冗長性を課す当該システムに関しては，必然的に倍化する運用コストの低減が極めて重要な

課題である．本論文では，ログ転送方式による遠隔コピーを利用したディザスタリカバリシステムに関して，ログ転

送によりサイト間でデータ一貫性が保持される点に着目した省電力化方式を提案するとともに，ログ流量解析とベン

チマークを用いた評価実験によって，二次サイトの省電力化と業務継続品質の確保の双方が達成されることを明らか

にし，ディザスタリカバリシステムの運用コスト低減に大きく寄与することを示す．

キーワード データベースシステム，ディザスタリカバリ，ストレージシステム，トランザクション処理，遠隔コピー，

省電力化

A Study on Power Reduction Method of Disk Storage
for Log Forwarding Based Disaster Recovery Systems

Kazuo GODA† and Masaru KITSUREGAWA†

† Institute of Industrial Science, The University of Tokyo, Komaba 4-6-1, Meguro-ku, Tokyo, Japan 153-8505
E-mail: †{kgoda,kitsure}@tkl.iis.u-tokyo.ac.jp

Abstract It has been widely recognized that the business breakdown due to unpredictable disasters such as terrors and hur-

ricanes provides a nation and a society with terrible damage. Tangible actions intended for business continuity are being

obligated by country-level legal systems as well as by enterprise-level internal disciplines. Recent highly informatized busi-

ness cannot be operated without disaster recovery systems which incorporates a geographically distant secondary site as a

backup system. However, for such a disaster recovery system involving site-level redundancy, a new crucial issue arises re-

garding the reduction of doubled operational cost. In this paper, a new power reduction method is proposed focusing on a

disaster recovery system based on log forwarding remote copy. The proposal exploits the site-level transactional recoverability

elegantly brought by the log forwarding. For validation, basic evaluations using log flow analysis and benchmark are disclosed,

showing that two goals, power reduction of secondary site and quality preservation of business continuity, can be achieved.

The contribution opens the gate for significantly reducing operational cost of disaster recovery systems.
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1. は じ め に

テロやハリケーンなどの予測不可能な災害による業務の停

止は，社会や国家に甚大な影響を与えることが明らかになって

いる．テロ等による金融機関の業務停止は，一社あたり毎時約

645 万ドルの損失を生むと推測されており [8]，また，米国で

2005 年に発生したハリケーン Katrina では，実際に 1000 億ド

ル以上の損害が発生し，うち損害保険の支払い対象が 34 億ド

ルにのぼった [21]．

予測不可能な災害時における業務継続を目的とした具体的

な対策は喫緊の課題であり，企業レベルだけでなく，国家レ

ベルの法制度によって義務付けられつつある．例えば，米国



SEC(Securiries and Exchange Comission) では，金融機関を対象

とした一般規則 17 条 a項 (Rule 17a.) [31]において，企業に重

大な災害においても１営業日以内（注1）に業務を回復すること，広

域災害へ対応可能とすること，並びに人的資源確保並びにシス

テム試験を義務づけている．同様に，我が国でも政府によって

事業継続ガイドライン [40] が制定されつつあるほか，国際的

にも英国 BS25999 [2](旧 PAS56 [1])並びに米国 NFPA1600 [22]

を土台として，2010 年までに ISOにおける標準化が予定され

ている．

一方，近年の業務は高度に情報化しており，コンピュータ

システムによる業務継続のためには，地理的遠隔地にバッ

クアップ用の二次サイトを設けるディザスタリカバリシステ

ム [7, 9, 10, 16, 18, 19, 25, 32, 42]を構築することが必須要件であ

る．しかし，当該システムは物理的にサイトレベルの冗長性を

課すため，必然的に運用コストは倍化する．即ち，二次サイト

の運用コストの低減が極めて重要な課題である．

従来，サーバやディスクアレイなどのハイエンドサブシステ

ムの運用に関しては，人的管理コストが主に重要視されてきた

が，近年では，その消費電力が無視できなくなっており，とり

わけ，データ量が著しく増大している今日では，ストレージシ

ステムの消費電力の削減が新たな課題として注目されている．

本論文では，ログ転送方式による遠隔コピーを利用したディ

ザスタリカバリシステムに関して，ログ転送によりサイト間で

データ一貫性が保持される点に着目した省電力化方式を提案

する．また，ログ流量解析とベンチマークを用いた評価実験に

よって，二次サイトの省電力化と業務継続品質の確保の双方が

達成されることを明らかにし，ディザスタリカバリシステムの

運用コスト低減に大きく寄与することを示す．なお，著者らの

知る限り，同様の研究開発は他に見あたらない．

本論文の構成は以下の通りである．2.においては，ディザス

タリカバリシステムと遠隔コピー技術をまとめる．3.において

は，同期ログ転送方式の特徴に着目した二次サイトのディスク

ストレージ省電力化手法を提案するとともに，4. においては，

3.の議論を踏まえ，ログ流量解析モデル，並びにベンチマーク

を用いた評価実験を示す．5. においては，関連研究をまとめ，

最後に 6.において，本論文をまとめるとともに，今後の課題を

示す．

2. ディザスタリカバリシステムと遠隔コピー技術

2. 1 ディザスタリカバリシステム

一般に，コンピュータシステムにおけるディザスタリカバリ

システムとは，主たる一次サイトに対して，通信路で接続され

た地理的遠隔地にバックアップ用の二次サイトを設けることに

より，災害発生時に二次サイトで業務を継続するものである．

ディザスタリカバリシステムでは，平時においては，一次サイ

トにおいて業務を実施し，更新されたデータを二次サイトへ遠

隔コピーを用いて転送するとともに，災害発生によって一次サ

イトが利用できない際には，一次サイトから系の切替えを行い，

（注1）：将来は 2 時間から 4 時間以内を目指す．

二次サイトにおいて業務を継続する．

ディザスタリカバリシステムにおける業務継続の品質を規定

することを目的として，RTO (Recovery Time Objective)と RPO

(Recovery Point Objective) なる２つの指標が広く用いられる．

RTOは，災害発生によって一次サイトが停止した後，二次サイ

トにて業務を継続するまでの時間を意味する．一方，RPOは，

災害時に二次サイトにおいて業務を継続する際に，過去のどの

時点のデータを以って復旧可能であるかを表す．即ち，RTOは

災害時のサービス停止時間を，RPOは災害時のデータ損失可能

性をそれぞれ意味することから，両者は共に小さい値であるこ

とが望ましい．

2. 2 同期転送と非同期転送

ディザスタリカバリシステムにおいては，平時における一次

サイトから二次サイトへの遠隔コピーが不可欠な機能である．

従来より，遠隔コピー技術としては，同期転送 (Synchronous

Forwarding) 並びに非同期転送 (Asynchronous Forwarding) なる

2つの基本的な方式が用いられている．

同期転送は，一次サイト内における入出力処理において，デー

タの書き込みが記憶装置に対してなされる際，一次サイト内の

記憶装置に書き込まれたデータは即座に二次サイトに転送さ

れ，一次サイトの記憶装置，並びに二次サイトの記憶装置双方

からの受領確認を以って，当該データ書き込み処理が成功した

ものと見なす方式である．当該方式では，常に一次サイトと二

次サイトの記憶装置を完全に一致させることが可能であるため，

ディザスタリカバリシステムに応用した場合，災害時に二次サ

イトで業務を継続した際に失われるデータが無いことを保証す

ることができる．一方，一次サイトの入出力処理において，書

き込み時間に二次サイトへのデータ転送時間が含まれるため，

特に広域災害等を念頭としたディザスタリカバリシステムにお

いては，一般にサイト間の距離が長く，一定の通信遅延がある

ことから，一次サイトの入出力性能へ無視できない副作用が発

生する．

非同期転送は，同期転送とは異なり，一次サイト内における

入出力処理において，データの書き込みが記憶装置に対してな

された際，一次サイト内の記憶装置からの受領確認のみを以っ

て，当該データ書き込み処理が成功したものと見なす方式であ

る．一般には，一次サイトの記憶装置への書き込みデータは，

幾らかの遅延を以って，二次サイトへ転送され，二次サイトの

記憶装置へ反映されることになる．当該方式では，一次サイト

の入出力性能は，サイト間の距離に影響を受けない．一方，常

に一次サイトと二次サイトの記憶装置上のデータは完全に一致

していることを保証できないため，ディザスタリカバリシステ

ムに応用した場合，災害時に二次サイトで業務を継続した際に

失われる可能性を排除できない．

2. 3 同期ログ転送

同期転送並びに非同期転送の双方の問題を解決するために，

データベースシステムの記憶管理の特徴を利用した同期ログ転

送 (Synchronous Log Forwarding: SLF)なる新しい方式が提案さ

れている [43]．

当該方式では，データベースシステムの管理する記憶空間
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図 1 ディザスタリカバリにおける遠隔コピー技術

が，データベース本体を格納するデータボリュームと，その更

新記録であるログを格納するログボリュームから構成されるこ

とに着目し，ログボリュームのみを遠隔地へ同期転送し，遠隔

地においてログボリュームに転送されたログをデータボリュー

ムに適用する．即ち，ログは同期転送されることから，遠隔地

の二次サイトのデータベースシステムは，論理的に一次サイト

のデータベースシステムに対して常に最新のデータベースを有

する一方，データボリュームを転送しないことから，サイト間

でのデータ通信量を削減し，また，同期点を抑制することが可

能である．特にハリケーンや地震などの広域災害を想定した場

合，ディザスタリカバリシステムにおけるサイト間距離は長く

なる傾向があるが，当該方式では，同期方式と同様に，サイト

間でトランザクション一貫性を保持するとともに，非同期方式

と同程度に，一次サイトのデータベースシステムがサイト間距

離によらず性能を導きだすことができる点に特徴がある．

図 1にディザスタリカバリシステムにおける同期転送，非同

期転送，並びに同期ログ転送をまとめる．

3. 同期ログ転送におけるディスクストレージ省
電力化

3. 1 基本アイデア

同期ログ転送に関しては，ログは同期方式で転送されること

から，災害によって一次サイトが停止したとしても論理的に失

われるデータは存在せず，RPO がゼロであることを保証でき

る．一方，転送されたログは二次サイトで必ずしも常時適用す

る必要はなく，その頻度は制御可能である．

本論文では，同期ログ転送におけるログ適用の非同期性を利

用し，ログ適用が行われない一定期間に関しては，データボ

リュームを構成するディスクドライブの省電力化制御を行い，

総じて二次サイトのディスクストレージ全体の省電力化を行う．

なお，この際，RTOと節約電力の間には相互依存の関係が成り

Time

Twnd
Tapl

図 2 バッチ周期によるログ適用

立つが，以下にモデルを用いた解析を行い，その効果を定量的

に議論する（注2）．

3. 2 同期ログ転送におけるログ流量解析

同期ログ転送によるディザスタリカバリシステムの基本的な

変数として，以下の定数を定める．

Rgen: 一次サイトにおいて生成される単位時間あたり

のログレコード数

Rapl: 二次サイトにおいて適用可能な単位時間あたり

の最大ログレコード数

TRTO: システムの許容する RTO

この際，同期転送されたログに関しては，二次サイトにおいて，

図 2 に示すように一定の周期を以って非同期的に適用される

とする．当該ログ適用を規定するパラメータを以下にの通り定

める．

Twnd: 二次サイトにおけるログ適用のバッチ周期

Tapl: 二次サイトにおけるログ適用のバッチ周期にお

いてログを適用する期間

二次サイトにおける各バッチ周期における時刻 t (0 <= t <

Twnd) において，それぞれ一次サイトから転送されたログ量

Vfwd，並びに二次サイトで適用したログ量 Vapl は以下の通り

となる．

Vfwd(t) = t · Rfwd

Vapl(t) =

{

0 (t < Twnd − Tapl)

(t − Twnd + Tapl) · Rapl (otherwise)

この際，ディザスタリカバリシステムが RTO条件を満たす

ためには，以下の式を満足する必要がある．

maxt

(

Vfwd(t) − Vapl(t)

Rapl

+ Tup(t)

)

<= TRTO

ここに，Tup(t)は時刻 tにおいてディスクドライブをアクセス

可能な状態に遷移させるのに必要な時間を意味する．

上記の制約の下で，ディスクストレージの消費電力を最も削

減可能な Twnd 並びに Tapl は以下の通りとなる．

Twnd =
R2

apl

(Rapl − Rgen) · Rgen

(TRTO − maxtTup(t))

Tapl =
Rapl

Rapl − Rgen

(TRTO − maxtTup(t))

（注2）：本論文では紙面の都合上，議論の詳細は別稿に譲り，その概要を記する

に留める．
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図 3 代表的な 3 モードディスクドライブ消費電力の状態遷移モデル

3. 3 ディスクドライブの消費電力状態解析

近年のディスクドライブは，省電力化を目的として，複数の

消費電力モードを有する．本論文では，図 3に示す最も代表的

な以下の 3つの消費電力モードを有するディスクドライブを対

象に以降の議論を行う．

モード 0 (アクティブ) ディスクドライブにアクセス中の状態

モード 1 (アイドル) ディスクドライブにアクセスはしていな

いが，入出力要求の到達によりモード 0へ遷移することが可能

な状態．

モード 2 (スタンバイ) ディスクドライブの機械機構を停止し，

消費電力を抑制している状態．

この際の記号を以下にまとめる．

Pi: 消費電力モード iにおける定常的な消費電力

Eij , Tij : 消費電力モード iから j の遷移に必要な電力

量，及び時間

ただし，一般にほとんどのディスクドライブでは，モード 0と

モード 1との間の遷移電力量，並びに遷移時間は 0と見なすこ

とができるため，本論文でも同様に扱う．

前節の議論により，ディザスタリカバリシステムにおいては，

二次サイトのデータボリュームに関して，ログ適用を周期的

に実施するため，この際，バッチ周期 Twnd 中のログ適用時に

モード 0へディスクドライブを遷移し，ログ適用終了時にモー

ド 2へディスクドライブを再度遷移させる．

データボリュームに関しての，ディスクドライブあたりの，

同期ログ転送時の平均的な消費電力PSLF は以下の通りとなる．

PSLF =
TaplP0 + (Twnd − T12 − Tapl − T21)P2 + E12 + E21

Twnd

なお，上記では簡単のために，3つの消費電力モードに限定

した議論を行ったが，同様に議論はより多くの消費電力モード

を有するディスクドライブにも容易に活用することが可能で

ある．

3. 4 有効性に関する考察

前節までに述べた簡易モデル化議論により，提案手法の有効

性を定量的に把握することが可能となる．次章以降では，当該

議論に基づき，ベンチマークを利用した定量的な評価結果を示

すが，それに先立ち，本節では，以下の２点に関して，これま

でに得られた観察から，有効性の考察を行う．

3. 4. 1 ログ生成レート Rgen とログ適用レート Rapl の比率

これまでの議論により，同期ログ転送による省電力化効果に

関しては，ログ生成レート Rgen とログ適用レート Rapl の比

率が寄与する割合が高い．即ち，
Rapl

Rgen
が大きい程，二次サイ

トでデータボリュームを省電力化のために制御する余裕がある

ため，その効果が顕著になる．
Rapl

Rgen
を向上させるためには，二次サイトにおけるログ適用

の高度化が不可欠である．本論文では，ディザスタリカバリシ

ステムの省電力化に焦点を当てているため，高度化に関する詳

細な議論は別稿に譲り，その概要を説明する．一般に，データ

ベースのログ適用においては，蓄積されたログレコードを，ロ

グレコードが記録された順序で適用するが，この際のデータボ

リュームへのアクセスはランダム書き込みとなることが多く，

ログ適用の性能向上に障壁となる．著者らは，論文 [38]におい

て，ログ適用の高速化に関して，ログ畳み込み (log folding) と

ログ整列 (log sorting) なる独自の処理方式を提案している（注3）．

即ち，蓄積されたログに関して，一定のログレコードを主記憶

上のログウィンドウバッファに読み込み，同一レコードに関す

る複数の更新を意味するログレコードを集約するとともに，適

用時にログレコードをその適用先のディスクドライブ上のアド

レスにて並び替える．これにより，適用ログ数を削減すること，

並びにログ適用時の IOの連続性を高めることが可能となり，ロ

グ適用の大幅な高速化が期待される．

図 4に，TPC-Cベンチマーク [30]を用いた場合の，論文 [38]

で述べたログ畳み込み，並びにログ整列によるログ適用の高

速化の検証結果を示す．この場合，DBMSは 512MB のデータ

ベースバッファを用い，TPC-Cの思考時間は 0とし，最大トラ

ンザクション処理スループットによってログが生成されている．

対して，ログウィンドバッファとして同じ 512MB を用いた場

合，ウェアハウス数 16，及び 160 の双方の場合において，約

20倍から 50倍の高速化を達成することが可能であることが分

かる．本実験では，最大トランザクション処理スループット時

の Rgen を以って，高速化率を計測したが，実際のデータベー

スシステムでは，システムの最大スループットで定常的に運用

することはないことから，
Rapl

Rgen
はより高くなることが期待さ

れる．

二次サイトにおけるデータボリュームの省電力化のためには，
Rapl

Rgen
を向上させる必要があるが，既存のログ適用高速化手法

によっても，少なくとも 2 桁の高速化が可能であることが明

らかになっている．なお，当該分野の研究としては，他にも論

文 [39]などがあり，同様に著しい高速化が期待される．

3. 4. 2 データボリュームの省電力化によるディスクストレー

ジ全体への寄与

上記で示したディザスタリカバリシステムの二次サイトにお

けるディスクストレージの省電力化は，データボリュームを構

成するディスクドライブの消費電力モードを制御する一方，ロ

グボリュームに関しては操作しない．データボリュームに対す

る省電力化効果が，ディスクストレージ全体の省電力化にどの

程度寄与するかを議論する必要がある．

（注3）：著者らは，当該論文において，オンライン再編成を実現する目的を以っ

て，データベース再編成の後におけるログ追い付きの高速化を議論した．データ

ベース再編成後のログ追い付きは，ログレコードの参照アドレスを変換する必要

があるなど，一般的なログ適用と比較してより複雑な処理となる．本論文で議論

する同期ログ転送に基づくディザスタリカバリシステムのログ適用に応用できる

ことは言うまでもない．



表 1 TPC-C ベンチマークにおける代表的なシステム構成

Rank Vendor System tpmC Database # of disks # of disks

(data volume) (log volume)

1 IBM System p5 595 4,033,378 IBM DB2 9 6400 360

2 IBM eServer p5 595 3,210,540 IBM DB2 IDB 8.2 6400 140

3 IBM eServer p5 595 1,601,784 Oracle Database 10g 3200 96

4 Fujitsu PRIMEQUEST 540 16p/32c 1,238,579 Oracle Database 10g 1920 224

5 HP Integrity Superdome Itanium2-64p/64c 1,231,433 Microsoft SQL Server 2005 1680 56
Quoted from Top Ten TPC-C by Performance Version 5 Results disclosed at http://www.tpc.org/, as of December 11, 2006.
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図 4 ログ畳み込み，及びログ整列によるログ適用の高速化の一例

表 1に，TPC-Cベンチマークにおいて公表された性能上位の

システムに関して，その構成をまとめる．１件を除き（注4），その

ストレージシステムを構成するディスクドライブの 95%以上が

データボリュームに利用されており，ログボリュームに利用さ

れるディスクドライブは極めて少量であることがわかる．この

ことから，高い性能を指向するトランザクション処理システム

においては，ストレージシステムの物理資源の大部分は，デー

タボリュームに利用されており，このため，データボリューム

の消費電力を大幅に削減することは，ディスクストレージ全体

の省電力化に極めて有効な手段であることが分かる．

4. 省電力化効果の評価

本節では，提案手法によるディスクストレージの省電力化効

果をログ流量解析，並びにベンチマークを用いて評価する．

4. 1 商用ディスクドライブの消費電力モデル

本論文では，既に論文 [11, 12] にて議論された IBM Ultrastar

36ZX，及び Fujitsu MHF 20043AT なる 2 つの商用ディスクド

ライブを例に，提案手法の有効性検証を行う．前者は主にサー

バや大型ディスクアレイでの利用を想定したハイエンド機種で

あるのに対し，後者はラップトップ PCやモバイル環境での利

用を想定したローエンド機種である．両ディスクドライブとも

図 3に示す 3つの消費電力モードを有しており，表 2に 3つの

消費電力モードの定常的な消費電力，並びに消費電力モード間

の遷移遅延及び遷移エネルギーをまとめる．

4. 2 ログ流量解析に基づく省電力化効果の見積り

3.で行った議論に基づき，ディザスタリカバリシステムの二

次サイトにおけるデータボリュームの省電力化効果を見積る．

ここでは，以下の 3つの場合を比較する．

SYNC 同期転送によるディザスタリカバリシステム．二次サ

イトのデータボリュームは常にアクセスされている状態である．

（注4）：順位 4 番目の Fujitsu 社製システムにおいても，データボリュームの占め

る資源は約 90%にのぼる．

表 2 商用ディスクドライブの消費電力モデルのパラメータ

IBM Ultrastar 36ZX Fujitsu MHF 20043AT

Steady-state power consumption

P0 39 [W] 2.2 [W]

P1 22.3 [W] 0.95 [W]

P2 4.15 [W] 0.13 [W]

Transition delay and energy

T01, E01 0 [s], 0 [J] 0 [s], 0 [J]

T10, E10 0 [s], 0 [J] 0 [s], 0 [J]

T12, E12 15 [s], 62.25 [J] 0.67 [s], 0.36 [J]

T21, E21 26 [s], 904.8 [J] 1.6 [s], 4.4 [J]
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図 5 データボリュームの省電力化効果 (
Rapl

Rgen
= 10の場合)

SLF 同期ログ転送によるディザスタリカバリシステム．二次

サイトのデータボリュームは非同期的に実施されるログ適用時

にのみアクセスされる．

SLF++ SLFの場合に加えて，3.で示したデータボリュームの

省電力化制御を行うディザスタリカバリシステム．

先ず，図 5に，TRTO の変化による消費電力の変化をグラフ

として示す．なお，ここでは比較のため，データボリュームの

消費電力を，SYNCの場合をベースラインとした正規化により
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図 6 データボリュームの省電力化効果 (TRTO = 100 [s] の場合)

示す．IBM Ultrastar 36ZXにおける TRTO = 10の場合，SLF++
の値を示していないが，これは，ディスクの消費電力モード制

御が不可能であることを意味する，一方，それ以外の場合は全

て，消費電力モード制御が可能である．

2つの商用ディスクドライブの双方において，SLFによって
も約 50%程度の省電力化が可能であることが分かる．これに対

し，SLF++では，約 80%から 90%の大幅な省電力化を達成可能

であることが分かる．RTO制約が大きい程，若干省電力化効果

は大きいものの，特段に RTOを大きくする必要性はなく，むし

ろ，SLF++によってディスクドライブの消費電力モード制御が
可能である範囲，即ち，IBM Ultrastar 36ZXでは凡そ 100秒程

度，Fujitsu MHF 20043ATでは凡そ 10秒程度の RTOが許容さ

れる場合，十分な省電力化が期待されることが明らかになった．

次に，図 6に，ログ適用レートの高速化率 Rapl

Rgen
の変化によ

る消費電力の変化をグラフとして示す．

SLF並びに SLF++ともに，ログ適用を高速化することによ
り，省電力効果が高まっているが，その度合は SLFでは凡そ
40%から 55%程度と限定的であるの対し，SLF++では大幅な省
電力化を達成し，最大で 90%から 95%の省電力化を達成してい

る．即ち，非同期的なログ適用における高速化技法と組み合わ

せることにより，提案手法が極めて有効に機能することが明ら

かになった．

4. 3 TPC-C ベンチマーク環境を想定した省電力化効果の
検証

TPC-Cベンチマーク [30] を用いて，ログ適用の高速化技法

を利用した SLF++による二次サイトのディスクストレージ全体
の省電力化効果を検証する．ストレージシステムの構成として

は，表 1の順位 1位のシステムを参考にモデル化を行った．た
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図 7 ディスクストレージの省電力化効果 (TPC-C ベンチマーク)

だし，ディスクドライブの電力消費モデルとしては前節の IBM

Ultrastar 36ZX を利用した．ログ適用の高速化としては，著者

らが論文 [38] で示した手法を商用 DBMS である HiRDB [41]

を用いて簡易実装し，ウェアハウス数を 10とした TPC-Cベン

チマークスキーマに対して，10 万トランザクションを生成し，

得られた約 173万個のログレコード，並びにその適用トレース

を用いて実験を行い，省電力化効果を解析した．

図 7に検証結果として，ログウィンドウバッファ長，並びに

RTO双方の制約に対する省電力化効果をまとめる．本実験で

は，2MBのログウィンドウバッファに対しては，十分なログ適

用の高速化を行うことができず，相対的に消費電力モード制御

のオーバヘッドが大きくなるため，ディスクストレージ全体の

消費電力を増大させる結果になった．一方，8MB 以上のログ

ウィンドウバッファを用いた場合，約 30%から 85%程度の消費

電力を削減することが可能となった．また，RTOの変化に対し

ては，10 [s]以下の RTO制約の下では，ディスクドライブの制

御遅延のために省電力化制御そのものを実施することができな

かったが，100 [s]以上の RTO制約の下では，グラフに示す通

り，制御が可能であり，消費電力を削減することができた．前

節での見積りと同様に，100 [s] 以上においては，RTO制約が

省電力化効果に与える影響は限定的であることが分かった．

以上より，TPC-Cベンチマークを用いた検証によっても，提

案手法が有効に機能することが明らかになった．

5. 関 連 研 究

ストレージシステムの省電力化に関する研究は，特に 2000

年以降に活発に行われるようになっている．ディスクドライブ

の消費電力の多くは，スピンドルモータとアクチュエータに

よって消費されていることから，ディスクドライブがアイドル

である期間に，ヘッドをアンロードするとともに，ドライブの

回転を停止させる (スピンダウンする)ことによって，ディスク

ドライブの消費電力を削減する方式が一般的である．一定時間

ディスクドライブがアイドルである際にスピンダウンするTPM

(Traditional Power Management) と称される制御は，既に広く商

用ディスクドライブで実装されており，また，ラップトップ PC

やモバイル端末などで利用されている．

ストレージシステムの省電力化に関する代表的な研究として

は，主にディスクアクセスの局所性を活用する研究が行われて



きた．MAID (Massive Array of Idle Disks) [5,6]は，ディスクス

トレージ内部の記憶空間をホット領域とコールド領域に分割し，

ホット領域をコールド領域のキャッシュ空間として利用する．

データアクセスの局所性を利用して，コールド領域のディスク

ドライブをアイドル化することにより，当該ドライブを省電力

化させることを目指す．キャッシュミス時に，コールド領域の

ドライブをアクセス可能な状態に移行させる (スピンアップす

る)必要があるため，ミスペナルティが大きいが，当該方式は

主に，三次記憶へのディスクストレージの応用として，Copan

Systemsによって商用化されるに至っている [20]．

PDC (Popular Dara Concentration) [4, 27] は MAID と同様に

ディスクストレージを複数の領域に分割するものであるが，領

域を他領域のキャッシュとして利用するのではなく，データ移

送を行う点が異なる．また，単にディスクドライブの回転を停

止させるだけでなく，ハイエンドディスクドライブとモバイル

向けディスクドライブを組み合わせることにより，より多様な

システム構成を可能とする．

一方で，近年のディスクドライブが有する多様な省電力化

機能の活用を目指す研究も行われている．AutoMAID [29] は，

ディスクドライブが有する低速回転アイドルモード [15]を活用

する商用ディスクアレイである．一般に，ディスクドライブは

スピンドルモータを完全に停止させると，再びスピンアップす

るために，多くの電力量と時間を必要とするが，アイドル時に

完全にスピンドルモータを停止させるのではなく，低速で回転

させておくことにより，消費電力を低減するとともに，制御損

の抑制を目指すものである．

なお，現状入手可能な商用ディスクドライブの一部では，ア

イドルモード時の回転速度の変更が可能であるが，磁気工学

の進展により，回転速度を動的に変更可能なディスクドライ

ブ [23, 33] が近い将来に登場すると見られている．これらの

先進的デバイスの活用を目指す研究として，DRPM (Dynamic

RPM) [12,13]では，ディスクストレージの回転速度をアクセス

要求に応じて動的に制御する手法が提案されている．

また，Hibernator [36]ではMAID及び PDCのアプローチと，

DRPM のアプローチを組み合わせ，複数の回転速度モードを

有するディスクドライブを活用して，ストレージ空間を複数の

ティア (tier)に分割し，ティア間でのデータブロック移送制御，

並びにディスクドライブの回転速度制御によって省電力化を目

指す．

一方，従来の RAID制御器を置き換える目的の提案，並びに

キャッシュ管理に着目した提案が行われている．EERAID (Energy

Efficient RAID) [17]は，ディスクストレージの RAID制御器に

おいて，そのデータ冗長性に着目し，キャッシュ管理と入出力ス

ケジューリングのアルゴリズムを改変することにより，ディス

クストレージの省電力化を目指している他，RIMAC [34]では，

同様に階層化された RAID 環境での省電力化を目指している．

また，論文 [24]では，ディスクドライブのアイドル時間を長期

化させることにより消費電力を最小化させる入出力のバースト

化の提案がなされている．同様に，論文 [37]では，キャッシュ

管理アルゴリズムによる省電力化効果の検証が行われている．

ストレージシステムの省電力化に関する研究が活発になり

つつあることを受けて，検証のためのモデル化議論，並びに省

電力化方式のシミュレーション技術に関する研究も行われてい

る．Dempsey [35]では，ディスクドライブの消費電力を精密モ

デル化する試みがなされており，その成果は広く利用されてい

るディスクドライブシミュレータである DiskSim [3]の拡張機

能として実装されている．また，省電力化制御の有効性を検証

するためのトレースドリブンな環境として，Dempseyを用いた

Drive-Thru [26]が提案されている．

上記のストレージシステムの省電力化に関する研究は，主

にストレージシステム内での制御方式に焦点が絞られている．

これに対して，ディスクアクセスの主体であるサーバ上のアプ

リケーションやミドルウェアとの連携が模索されつつある．論

文 [28]では，コンパイラの技法を用いた省電力化として，アプ

リケーションコードからディスクアクセスのプロファイルを得

て，ストレージ上のデータのレイアウト変更を行う提案がなさ

れている．また，論文 [11]では同様にアプリケーションコード

から入出力パターンを抽出するが，この際，プログラムカウン

タに着目したプロファイル手法を提案している．論文 [14] で

は，コンパイラにおいて入出力のバースト化を行うアプリケー

ション変換技法が提案されている．

本論文では，同期ログ転送方式に基づくディザスタリカバリ

システムを対象として，二次サイトにおけるログ適用が非同期

的に行われる点に着目して，データボリュームをアイドル化し，

その消費電力を削減する方式を提案している．限定された環境

ではあるが，従来手法とは異なり，ストレージシステムと上位

のデータベースシステムを連携させることにより，高い省電力

化効果を達成可能としている点に特徴がある．

6. ま と め

ディザスタリカバリシステムにおける二次サイトの運用コス

トを低減することを目的として，本論文では，ログ転送方式に

よる遠隔コピーを利用したディザスタリカバリシステムを対象

に，ログ転送によりサイト間でデータ一貫性が保持される点に

着目した省電力化方式を提案した．また，ログ流量解析とベン

チマークを用いた評価実験を行い，TPC-Cベンチマークを利用

した評価実験においては，100 [s]程度の RTO制約の下で，二

次サイトにおけるディスクストレージの 85%程度の省電力化が

達成されることを示した．

提案手法は，ディスクストレージの省電力化手法としては，

一見極めて限定された環境を要求しているように見受けられる．

しかし，ストレージシステムの多くが内部に冗長構成を有して

おり，一層の高い可用性が求められている背景からも，ディザ

スタリカバリシステムが今後広く利用されることは確実である．

即ち，今後出荷されるストレージシステムのうち一定の割合が

二次サイトで利用されることを鑑みるに，本研究が果たす約割

は極めて大きいと言える．

本論文では，ディスクストレージの消費電力として，主要コ

ンポーネントであるディスクドライブを取り扱い，ディスクス

トレージを構成する電源，ファン，制御器に関する消費電力を



無視した．本論文では，ボリューム単位，即ち比較的大きな粒

度で資源の電力調整を行うため，これらの補助的コンポーネン

トも同様に制御可能であり，故に，本研究の評価における近似

の影響は限定的であると考えているが，より詳細なモデルを構

築を行い，確認を行いたい．また，本論文では定常状態の流量

モデルを用いたが，実際のトランザクション処理システムでは，

過渡的な性能擾乱が発生する可能性があり，性能擾乱に対する

システム制御の安定性に関しても，今後，シミュレーションや

実装を通じて評価を行う予定である．
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